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■はじめに

　生成AIを中心に新たなテクノ
ロジーがマーケットに展開され，
かつてないほどHRテクノロジー
（HR Tech）への期待が高まってき
ています。HR テクノロジーは近
年のビジネス構造の変化，労働者
人口の減少，雇用形態の多様化に
よる兼業やギグワークへの対応，
COVID-19の流行により今や当た
り前となったリモートワーク，
D&IからDEIB ＊1と多様性におけ
る観点の変化，リスキリングを推
し進めるオンライン学習やマクロ
クレデンシャルな単位取得機会の
増加など，多様な人事施策への変
化への対応を取り込み，様々な製
品や機能拡張がなされています。

■HRテクノロジーへの
企業投資額は増加傾向にある

　このような変化に対応すべく，
各社では，HRテクノロジーに関
する投資を増やしていこうという
傾向がみられています。PwCコ
ンサルティングが実施した2024年
の調査では，約 7割の企業が，今
後HRテクノロジーに対する投資
を増額していくと回答し，2020
年の同調査より12ポイントも投

資意欲が高まっていることが分か
ります。HRテクノロジーを人事
戦略の実現の手段としてとらえて
いる企業が多いことがうかがえま
す（図表 1）。

■HRテクノロジーは
EX向上に寄与する

　PwC米国が実施した米国市場
での調査によると，82％の企業
がHRテクノロジーを活用するこ
とにより，効果的に現状を把握し，
従業員の行動変容やEX＊2の向上
に貢献することができると考えて
いることが分かりました。一方，
日本企業ではHRテクノロジーが
EXに効果的であると回答した企
業は24％にとどまり，米国に比
べて日本国内ではEXの向上とテ
クノロジー活用の相関関係を意識
している企業が少ないことがうか
がえます（図表 2）。EX指標はイ
ノベーション・顧客満足度・収益
性に影響を与え，人的資本経営の
一指標としても利用されるなど，
重要性・認知度は年々高まりをみ
せています。HRテクノロジーを
いかにうまく活用するかが人事戦
略において，一つの成功要因にな
るかもしれません。

　本レポートはPwC米国で実施さ
れている「PwC HR Tech Survey 
2022 ＊3」とPwCコンサルティング
合同会社にて2024年 2月，日本
企業50社を対象に実施した「HR
デジタルトランスフォーメーショ
ン（HRDX）サーベイ 2024 ＊4」や
2020年に80社に対して実施した
「HRテクノサーベイ2020 ＊ 5」の
調査結果をもとにHRテクノロジ
ーにおけるトレンドやHRテクノ
ロジー導入において企業で取り
入れるべき 5 つのFindingsを解
説します（以降，出所を記載して
いない場合には「PwC HR Tech 
Survey 2022」「PwC HRDXサーベ
イ 2024」および「PwC HRテクノ
ロジーサーベイ2020」からの引用
となります）。

■Findings1
AIを搭載したタレントインテリ
ジェンスプラットフォーム

　生成AIの進化によりタレント
マネジメントシステムはタレント
インテリジェンスプラットフォー
ムへと進化しています。このプラ
ットフォームは膨大な量のデータ
から得られるAIモデルを構築す
ることで，その力を飛躍的に高め
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～生成AIを搭載したHRテクノロジーがもたらす人事の未来～

＊1　DEIB：Diversity（多様性），Equity（公平性），Inclusion（包括性），Belonging（帰属性）の 4領域の総称
＊2　EX：Employee Experience（エンプロイーエクスペリエンス / 従業員体験）の略称
＊3　PwC「HR Tech Survey 2022」https://www.pwc.com/us/en/tech-effect/cloud/hr-tech-survey.html
＊4　PwC「HRデジタルトランスフォーメーションサーベイ2024」
 https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadership/hr-technology-survey2024.html
＊5　PwC「HRテクノロジーの進化における HRIS（人事システム）の未来―2020HRテクノロジーサーベイ報告書」
 https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadership/hr-technology-survey2020.html
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ています。
　PwCコンサルティングが実施
した，生成AIに関する実態調査
の報告によると，63％の企業が
何らかの形で人事領域の業務が生
成AIによって代替をされる可能
性があると回答しています（図表
3・出所は「生成AIに関する実
態調査 2023」）。生成AIにおける
業務適用について，2020年の前
回調査時には71％の企業が今後
人工知能（AI）の利用が進むだろ
うと回答していましたが2024年
時点では人事業務で活用をしてい
ると回答した企業は39％にとど
まりました（図表 4）。生成AI搭
載のインテリジェンスプラットフ
ォームの活用はまだまだこれから
といえるでしょう。
　生成AIを搭載したインテリジ
ェンスプラットフォームは，人材
マネジメントサイクルの様々な領
域でユースケースを提供します。
候補者のスクリーニングや研修の
リコメンデーションなどの領域で
実用が始まっています。特に，申
請・問い合わせ業務のチャットボ

ットによる効率化の結果として，
生成AIの活用を通じたパーソナ
ライズされた先読み可能なAIキ
ュレーション（情報収集・共有）
を提案できるようになり，人事業
務の高度化・効率化がさらに進む
ことが期待されます。
　近年，欧米を中心にスキルに対
する関心度が急速に高まってきて
おり，「スキルファーストな人材

マネジメント」への展開が進み，
スキルベースで人材ポートフォリ
オを計画し，採用・配置・育成に
スキルデータを活用することが主
流になってきています。
　従来の学歴やポテンシャルをベ
ースとする考え方から，スキルを
重視したスキルベース採用や，職
務経験により獲得したスキルをベ
ースにした人材の配置などがすで

■鈴木 英理子（すずき　えりこ）：
IT／コンサル業界にて組織・人事領域のコンサルティングに従事。HRトランスフォーメーション×デジタル活用を中心とし，人事機能
変革，人事システム企画構想から導入支援，データドリブン運営のための施策検討まで幅広く支援する。テクノロジーとピープルの両
側面からHRトランスフォーメーションを支援する。

●図表 2　HRテクノロジーにおけるEX向上効果●図表 1　HRテクノロジーにおける投資動向

●図表 3　生成AIによる業務代替に関する調査結果
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●図表 4　2020年テクノロジー活用予測と2024年実態
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に実現されているのです。このス
キルベースで人材マネジメントを
実現するSkill Tech製品も多数登
場しています。Skill Tech製品は
生成AI技術を搭載し，自身の行
動に基づいてPCなどのデバイス
にターゲット広告が表示されるの
と同様に，自分が考えもしなかっ
たキャリアの推奨，ジョブとのマ
ッチング，またはリスキリングの
ための研修コンテンツの推奨な
ど，キャリア開発のための様々な
情報を効率的に収集できるように
なってきています。各企業で利用
されている従来のERPパッケー
ジでも機能開発が進められてお
り，すでに日本企業でも注目され，
一部企業では導入され始めていま
す。まだ検討していない企業向け
に，代表的な機能を紹介します（図
表 5）。
●スキルマスタ生成：政府，労働
市場などの公開データを基に，独

自アルゴリズム・オペレーション
で収集・整理し，タクソノミー（階
層化・分類化）を自動生成する機
能を有しています。今までスキル
定義を自社のオリジナリティが大
事と考え，手作業で行ってきた企
業も多いかもしれませんが，この
マスタを使うことで，市場にある
大量のスキルをリアルタイムに更
新，反映し，メンテナンスを容易
にします。また，特に，今現在，
価値の高いスキルなどを分析・提
案してくれることにより，スキル
需要の把握が可能です。
●職務定義書（ジョブディスクリ
プション）自動生成：ジョブタイ
トルなどのインプットを基に，職
務要件定義書（ナラティブな職務
要件，具体的な必要スキルとレベ
ル）を自動生成する機能も登場し
ています。市場から収集したスキ
ル情報も自動反映される仕組み
で，人事担当者の業務効率化を支

えます。
●スキルポートフォリオ分析・タ
レントマーケット分析（市場比較）：
スキルベース（質）で人材の状況
を可視化し，分析できる機能を有
しています。自社従業員が保持す
るスキルとその数，および目標と
のギャップを可視化することで，
育成計画，採用計画につなげるこ
とができます。また，スキルベー
スのタレント情報について，労働
市場と対比して企業内の労働力を
可視化する機能を有している製品
もあります。マーケットの求人票
の数などから適正報酬額を提示す
る仕組みを備えるツールもあり，
マーケットで価値のあるスキルを
保有する人材のリテンションにつ
なげることも可能です。
●従業員個人のスキルアセスメン
ト（スキル偏差値）：今まで，従
業員に自らのスキルレベルを手入
力させる方法を取ってきた企業は

●図表 5　スキルインテリジェンスプラットフォーム
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多いのではないでしょうか。Skill 
Tech製品には，履歴書や職務履
歴書などのインプットを基に個人
が保持するスキルレベルを測定す
る機能を有しているものもありま
す。スキルレベルを自分で測定す
るための「ものさし」として活用
することができるため，従業員の
入力負荷も削減できるでしょう。
●従業員のキャリア開発機能：ス
キル情報を基に，ポジション（公
募），プロジェクト，ラーニング
コンテンツ，メンターなどと個人
をマッチングでき，パーソナライ
ズされたレコメンド機能を保持す
ることで，キャリアオーナーシッ
プを強化できます。
　このように，生成AIはHRテク
ノロジーの活用方法を根本的に変
え始めています。人事基幹システ
ムやタレントマネジメントシステ
ムでは本機能の開発に着手してい
る製品も多く出てきているため，
現在利用している製品のAI開発
ロードマップを確認するとよいで
しょう。

■Findings2
ユーザーエクスペリエンス
プラットフォームが登場

　HRテクノロジーの業界には多
くの企業が参入し，製品・サービ
スの幅が広がりつつあります。
PwCの調査でも現在利用してい
るHRテクノロジー製品は多い企
業で12製品以上と回答され， 4

製品以上活用している企業は全体
の 7割に上ります。しかし，この
ことはユーザー目線で見た場合，
複数製品へのログインを強要し，
ユーザービリティの低下を招いて
いることが想像に難くないでしょ
う。そのような状況から，従業員
のユーザービリティを向上させる
目的で，生成AI搭載型の統合さ
れたエクスペリエンスプラットフ
ォームに注目が集まってきていま
す。このエクスペリエンスプラッ
トフォームは従業員が必要とする
あらゆる機能をまとめ，働き方を
合理化する単一のプラットフォー
ムであり，様々なHRISシステム
と連携できることで，ユーザーの
システム利用の煩雑さを改善する
機能を兼ね備えています（図表
6）。
●パーソナライズされた体験：パ
ーソナライズされたコミュニケー
ション，サービス，サポートを提
供できます。また，社内システム
にログインできない休職者や内定
者向けに手続きだけでなく，職場・
サポーター接点（面談やイベント

情報の連携など）も提案する機能
を構築している企業もあります。
●インサイトに基づく改善：従業
員の要望やサポートの傾向に関す
るインサイトをダッシュボードで
確認し， 企業全体の業務効率と従
業員セルフサービスを迅速に改善
していきます。
　このように，生成AIの活用に
よりパーソナライズされた先読み
可能なAIキュレーション（情報
収集・共有）を提案できるように
なり，場所・時間にかかわらず従
業員へHRサービスを提供するこ
とが可能となります。

■Findings3
Work Tech製品の活用

　コロナ禍以降，リモートワーク
の推進が浸透し，リモートワーク
とオンサイトの両方を採用したハ
イブリッドな働き方にいかに対応
するか，企業は従業員の生産性を
高め，エンゲージメントを低下さ
せない新しい働き方を検討する必
要が出てきています。この作業パ
フォーマンスを追跡・報告する手

●図表 6　ユーザーエクスペリエンスプラットフォーム
HR EX

MBO
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段の確立について，グローバルで
は 6割の企業が「既に確立・実行
中」の回答となりましたが，日本
では 2割にとどまり，グローバル
から後れを取っていることが分か
りました（図表 7）。
　PwCによるピープルアナリテ
ィクス支援のなかでもリモートワ
ーク時のパフォーマンスに関する
様々な分析結果があり，「リモー
トワーク下では過度なオーバータ
イムにつながり，生産性低下を招
く可能性がある」「生産性を向上
させるために“コミュニケーショ
ン”が関連している可能性が高い」
「上司＝部下のコミュニケーショ
ンは特に若手のエンゲージメント
と相関が高い」などが挙げられま
す。それでは，リモートワークや
ハイブリッドワークをよりよく運
営するためにはどうしたらいいの
か。様々なテクノロジーを用いて，
従業員同士のコミュニケーション
やアクションを促すWork Techを
取り入れようという企業は多いの
ではないでしょうか。Work Tech
製品はタレントマネジメントシス
テムや人事基幹システムとは異な
り，PCなどのデバイスで実施さ
れるコミュニケーションや行動

データを基に，分析，提案を実施
してくれる製品が主流となってい
ます。
●オフィスサポートツール
　リアルオフィスで知り合いがど
こに座っているかを知ることがで
き，インフォーマルの雑談を促進
してくれるツールがあります。ま
た，バーチャルオフィスツールで
は，リモート下でも従業員の「今」
の状況（会議中，雑談OKなど）
がリアルタイムで分かるため，オ
フィスで行っていた声掛けを自然
に行うことが可能になります。
●ワークアナリシスツール
　個人タスクに集中する時間を確
保し，参加した会議の分析情報を
提示してくれるツールも登場して
います。メールやチャット，会議
の案内を踏まえ，共有された未読
の資料を確認，メンションされた
コメントに返信，会議案内に出欠
を回答するように自動的にリマイ
ンドしてくれます。また，過去の
スケジュール表を分析し，マルチ
タスクを行ったか，他の会議と重
複していたか，等，出席する会議
を見直すうえで必要な示唆を提示
してくれる機能も有しています。
　これらの製品は個人の行動・働

き方を解析し，個人単位で有効な
時間活用方法を提案し，コラボレ
ーションを生み出すための仕組み
を有しています。ツールを効果的
に利用することで，従業員が自分
の行動を見直すきっかけに使うだ
けでなく（個人の行動変革），マ
ネジャーの管理職としてのタスク
負荷を軽減し，企業の競争力強化
に寄与すると考えられます。しか
し，一方で，これらのデータを組
織行動情報として活用する場合，
どこまで個人の行動状況を蓄積，
解析するか，については，個人の
許諾を得る必要があります。プラ
イバシーに関する配慮がどのくら
いあるか，というところもしっか
り確認しつつ，製品を活用してい
く必要があるでしょう。

■Findings4
DEIB Tech活用は
日本市場では未成熟

　ESG投資の世界的な広がりに
伴い，日本でも企業の人的資本の
情報開示と人材の属性・価値観の
多様化への対応が求められていま
す。そのような潮流にあって，
DEIB領域に関するテクノロジー
については，賃金格差，評価格差，
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●図表 7　作業生産性の追跡・報告手段の確立度合い
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●図表 8　多様性の受容・活用領域におけるテクノロジー
利用率の米国との比較
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採用機会の公平性など，エクイテ
ィ（公平性）に関するツールの活
用が進んでいます。PwC米国の
「HR Tech Survey 2022」による
と，米国ではほとんどすべての人
事担当者が，様々なDEIBの目標
達成のためにテクノロジーの導入
を検討し，そのうち約半数はすで
に導入済みであると報告していま
す。一方で，日本ではこうした
DEIBの取り組みは遅れており，
公平な報酬決定を推進する，採用
での多様性・包括性を奨励する
（例：無意識の偏見を防ぐ）など，
意識はしているものの，客観的な
公平性を担保するために，テクノ
ロジーを活用した業務運営の実現
は，まだ進んでいないのが現状で
す（図表 8）。内閣府の「男女共
同参画白書」にもあるように，男
女賃金格差はその代表的な指標と
なっており，今後も重要性は高ま
っていくでしょう。DEIB Tech
のエクイティ領域における代表的
な機能を紹介します。
●公平な報酬や人員構成を可視化
　男女賃金格差の是正を促すダッ
シュボードが提供されています。
男女の賃金格差を政府の開示要請
に沿った雇用区分での算出のみな
らず，賃金項目や等級など様々な
切り口で可視化し，自社の状況を
把握するために利用することが可
能です。また，ミレニアル世代・
ベテラン層など，勤労年数をベー
スにメンバーが職位ごとにどのよ

うに分布しているか確認するツー
ルやダッシュボードが便利です。
代謝を加味した世代交代の準備の
ために活用されています。
●公平な採用や評価
　公平性を促進しながら，多様な
バックグラウンドを持つ候補者を
惹きつけ，評価し採用するツール
や評価におけるバイアスの是正を
提案するツールが登場していま
す。例えば，採用時に性別・国籍・
人種等による偏りが生じていない
かをリアルタイムに確認でき，応
募書類を審査する際に，名前・性
別・学歴などの無意識のバイアス
の引き金となる要素を排除する機
能を有している製品もあります。
男性・女性・マイノリティの候補
者を平等に惹きつける文章を作成
し，より効果的な求人情報（職務
記述書）とコンテンツを作成する
などグローバルでは応募者にいか
に魅力的に見えるかという観点の
ツールも登場しています。評価に
おいては，従業員のパフォーマン
スに関する客観的なインサイトを
収集して，昇進などの決定が特定
の従業員層に不公平な影響を与え
ていないかを可視化するツールも
あります。
　グローバルではこれら公平性を
担保するツール群だけではなく，
D&Iを体験する・意識を育む・環
境を作るという観点でのツールや
サービスも登場し，活用されてい
ます。没入型学習と仮想現実（VR）

のD&Iトレーニングにより，「相
手の立場になって考え」，差別や
不適切な行動を体験するとどのよ
うに感じるかを学ぶことができる
プラットフォームや，組織ごとの
アンコンシャス・バイアスの傾向
を定量的に見える化し，組織の課
題を抽出し，組織内の共感，関心，
包括性を促進してくれるツールも
出ています。
　このように，多様な人材の価値
観が尊重され，組織内の共感，関
心，包括性を促進するために，様々
なHRテクノロジー製品も活用し
ながら，DEIBを推進していくこ
とも，企業価値向上につながるで
しょう。

■Findings5
データドリブンHRの推進は
グローバル・日本国内ともに
重要施策となっている

　2023年の人的資本の情報開示
義務化の影響により，人事施策の
注力領域の 1位に「人的資本経営」
と回答した企業は 8割に上り，注
目度の高さがうかがえます。その
人的資本経営を進めるうえでの障
壁として，「データ収集・可視化・
分析を一元化するシステム／ツー
ルが整備できていない」と回答し
ている企業が55％と約半数に上
り，データの収集そのものが難し
いと感じている企業も45％を占
め，半数近くの企業はKPIを可視
化するためのデータ整備に支障を
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来していることが分かりました
（図表 9）。PwC米国による「PwC 
HR Tech Survey 2022」 で も，
HR専門家たちは，人的資源に関
連して自組織が直面する最大の課
題として，データ分析を 1位に挙
げており，グローバル，日本とも
にデータに関する項目が上位にラ
ンクインしている結果となりまし
た。
　データドリブンHRにおける課
題は，システム整備のみではあり
ません。まず，そもそも利用した
い情報がデータ化されていないと
いう問題があるでしょう。人事発
令情報はあるものの，スキル情報
や業務経験，資質価値観，など実
際の業務で利用したいデータがそ
もそも収集できていない，収集で

きていたとしてもテキストデータ
などであり標準化できていない，
などの課題が散見されます。どの
ようにデータを利用するか特定の
うえ，適切なデータを収集するプ
ラットフォームを構築していく必
要があります。
　次に，データガバナンスの問題
があります。人事データを分析し
ようにも，誰がどんなデータを管
理すべきか，運用面の整理ができ
ていないことがあります。現場部
門に従業員のパフォーマンス情報
や組織貢献活動のデータがあり，
人事部門でも採用に関する情報は
採用チーム，給与情報は給与担当
者が，それぞれ別々のシステムで
管理しているといったことが多い
ため，データが集約・共有されず，

扱いづらい状態になっている企業
は少なくないでしょう。そのため
に，分析に必要なデータを一元管
理できるデータレイクを構築する
ことで，分析の効率化を図る必要
があります（図表10）。
　また，データドリブンHRを推
進するオーナーが不在という課題
もあります。従来の人事部の構成
は縦割り組織であり，前述した通
り，人事機能ごとに情報権限が閉
ざされているケースが多くありま
す。そこで，データを横断的に分
析する新たな人事機能を立て，オ
ーナーシップを持たせた運営をす
ることが必要となります。また，
人事，データアナリティクス，デ
ータセキュリティなど必要スキル
を持つ人を各所から集め， 1つの
チームとしてパフォーマンスを発
揮できる形を作るのも重要です。
　このように，HR部門がデータ
に基づいて意思決定を行うために
は，システムもさることながら，
ガバナンス，体制などを包括的に
準備していくことが求められま
す。
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●図表 9　人的資本経営の取り組みを進めるうえでの主な障壁TOP10

ETL

●図表10　HRデータプラットフォームの構成イメージ
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■おわりに

●HRDX人材をいかに確保するか
　急速な事業変革やテクノロジー
進化のなかで半数以上の企業がテ
クノロジーにおける企画構想人材
が不足しているとの回答をしてい
ます（図表11）。この傾向は2020
年の調査結果から変わらず，技術
革新やバリエーション豊かなHR
テクノロジー製品に対応して企
画・構想できる人材が継続的に不
足していることが課題であること
が分かります。一方で，HR人材
についてのデジタルスキルの強化
について，各企業での取り組みを
確認したところ， 3割の企業は未
対応との回答もあり，対策を打ち
始めている企業とそうでない企業
の差が出てきています。
　人材マネジメントやテクノロジ
ーとトレンドを理解し，事業戦略，
課題を踏まえた人事戦略の実現は
今の人事担当者の大事なジョブと
なっています。HRテクノロジー
を用いて具体化できる人材，その
ような人材を育成，確保すること
は，これから避けては通れない命
題となるでしょう。人事担当者も
イノベーティブなHRサービスを
提案できることが，ビジネスへの
貢献につながります。なお，人材
調達のみならず，人事機能構造を
どう再編するか，ということも視
野に取り組むといいでしょう。一
昔前，テクノロジー人材はシステ

ム部に所属することが通説でした
が，人事施策に精通したHRDX人
材は人事企画の 1機能としてとら
えた組織機能の再編も視野に取り
組むことを推奨します。

●生成AIに感じる抵抗感を取り除く
　生成AIを搭載したHRテクノロ
ジーを活用していきたいと考えて
いるが，心理的な抵抗感がある人
事担当者も多いのではないでしょ
うか。
　欧州連合（EU）では2024年 8
月にAI規制法が発効され，AI活
用のユースケースごとにリスクの
高さを分類し，「採用の自動化や
応募者の選別」を高リスクとして
分類しました。これにより，EU
域内においては，採用向けのAI
サービスに一定のハードルが課さ
れます。日本国内においても，生
成AIに関連したルール整備が
着々と進んでいますが，まだ追い
ついていないのが現状です。生成
AIを活用する際には，プライバ
シーやセキュリティに対するリス
クをしっかりと把握する必要があ

ります。今後は，適切に生成AI
を利活用するための，ガイドライ
ンやリテラシー教育が必要になっ
てくるでしょう。

●HRテクノロジーの活用を前提
に人事戦略をデザインしよう
 従来の人事基幹システム（HCM 
ERPシステム）は残るものの，
生成AIが搭載されたプラットフ
ォームが果たす役割はますます重
要になっていくでしょう。今まで
のHRオペレーションプラットフ
ォームはバックオフィスツールと
して機能させ，タレントインテリ
ジェンスプラットフォームを活用
し，より高いレベルの分析を実行
し，従業員へ価値提供を推進しま
しょう。2025年以降，生成AIの
活用が本格化しつつあり，すでに
一部の企業が生成AIを搭載した
HRテクノロジーを活用し始めて
います。生成AIを活用しないこ
とが今後人事戦略におけるリスク
になるかもしれません。これを機
にHRをデザインすることを検討
してみてはいかがでしょうか。
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●図表11　HR人材およびHRIT人材における課題


